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株式会社大分銀行

１.平成15年3月期　決 算 の 概 況
１．損益状況

【単体】 (百万円）

平成15年3月期 平成14年3月期
平成14年3月期比

増減率 金　額

1 44,328 △ 2,270 46,598

2 ( 44,036 ) ( △ 2,135 ) ( 46,171 )

 国　内　業　務　粗　利　益 3 42,365 △ 2,110 44,475

4 ( 42,098 ) ( △ 1,951 ) ( 44,049 )

資 金 利 益 5 37,384 △ 2,200 39,584

役 務 取 引 等 利 益 6 4,671 235 4,436

そ の 他 業 務 利 益 7 309 △ 145 454

( う ち 国 債 等 債 券 損 益 ) 8 ( 267 ) ( △ 159 ) ( 426 )

 国　際　業　務　粗　利　益 9 1,963 △ 159 2,122

10 ( 1,938 ) ( △ 184 ) ( 2,122 )

資 金 利 益 11 2,410 △ 836 3,246

役 務 取 引 等 利 益 12 56 10 46

そ の 他 業 務 利 益 13 △ 503 667 △ 1,170

( う ち 国 債 等 債 券 損 益 ) 14 ( 24 ) ( 24 ) ( ― )

15 31,312 △ 1,795 33,107

人 件 費 16 16,752 △ 885 17,637

物 件 費 17 13,055 △ 818 13,873

税 金 18 1,504 △ 92 1,596

19 13,016 △ 3.5 △ 474 13,490

20 12,724 △ 2.6 △ 339 13,063

21 14,330 12,789 1,541

22 △ 1,313 △ 111.0 △ 13,262 11,949

うち国債等債券損益(５勘定尻) 23 292 △ 134 426

24 △ 16,448 △ 7,091 △ 9,357

25 13,863 3,842 10,021

貸 出 金 償 却 26 ― 0 0

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 27 13,227 3,470 9,757

共 同 債 権 買 取 機 構 売 却 損 28 ― ― ―

延 滞 債 権 等 売 却 損 29 636 372 264

債権売却損失引当金繰入額 30 ― ― ―

31 ― ― ―

32 28,194 16,632 11,562

33 △ 2,434 △ 3,255 821

株 式 等 売 却 益 34 49 △ 1,525 1,574

株 式 等 売 却 損 35 30 △ 143 173

株 式 等 償 却 36 2,454 1,875 579

37 △ 149 8 △ 157

38 △ 17,773 ― △ 20,343 2,570

39 △ 136 419 △ 555

40 △ 137 419 △ 556

動 産 不 動 産 処 分 益 41 27 26 1

動 産 不 動 産 処 分 損 42 165 △ 393 558

43 ― ― ―

44 ― ― ―

45 △ 17,910 △ 19,925 2,015

46 415 △ 2,609 3,024

47 △ 7,278 △ 5,006 △ 2,272

48 △ 11,047 ― △ 12,310 1,263

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益

う ち 動 産 不 動 産 処 分 損 益

うち退職給付会計基準変更時差異処理額

う ち 年 金 基 金 へ の 追 加 拠 出

税 引 前 当 期 利 益

経 常 利 益

株 式 等 関 係 損 益

そ の 他 臨 時 損 益

特 別 損 益

② 不 良 債 権 処 理 額

③特定海外債権引当勘定繰入

(貸倒償却引当費用①+②+③)

除く国債等債券損益(５勘定尻)

業 務 純 益

臨 時 損 益

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

業 務 粗 利 益

 (除く国債等債券損益(５勘定尻))

業 務 純 益 ( 一 般 貸 倒 繰 入 前 )

経 費 ( 除 く 臨 時 処 理 分 )

 (除く国債等債券損益(５勘定尻))

 (除く国債等債券損益(５勘定尻))

(1)
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【連結】

＜連結損益計算書ベース＞ (百万円)

平成15年3月期 平成14年3月期

平成14年3月期比

1 47,221 △ 2,128 49,349

資 金 利 益 2 40,821 △ 2,869 43,690

役 務 取 引 等 利 益 3 5,499 273 5,226

そ の 他 業 務 利 益 4 901 469 432

5 33,398 △ 1,408 34,806

6 29,192 16,978 12,214

貸 出 金 償 却 7 76 △ 150 226

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 14,113 4,002 10,111

延 滞 債 権 等 売 却 損 636 372 264

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 14,365 12,753 1,612

8 △ 2,453 △ 3,162 709

9 ― △ 2 2

10 641 377 264

11 △ 17,181 △ 20,486 3,305

12 △ 121 364 △ 485

13 △ 17,302 △ 20,122 2,820

14 763 △ 2,602 3,365

15 △ 7,383 △ 5,151 △ 2,232

16 211 △ 92 303

17 △ 10,893 △ 12,277 1,384

（注）連結粗利益＝(資金運用収益－資金運用費用)＋(役務取引等収益－役務取引等費用)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋(その他業務収益－その他業務費用)

（参考）

18 △ 745 △ 13,470 12,725

（注）連結業務純益＝単体業務純益＋子会社経常利益－内部取引(配当等)

（連結対象会社数） （社）

 連結子会社数 9 1 8

 持分法適用会社数 ― ― ―

２．業務純益【単体】 （百万円）

平成15年3月期 平成14年3月期

平成14年3月期比

(１) 業務純益(一般貸倒繰入前） 13,016 △ 474 13,490

職員一人当たり（千円） 7,395 △ 50 7,445

(２) 業務純益 △ 1,313 △ 13,262 11,949

職員一人当たり（千円） △ 746 △ 7,340 6,594

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

連 結 業 務 純 益

法人税、住民税及び事業税

株 式 等 関 係 損 益

持 分 法 に よ る 投 資 損 益

そ の 他

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

連 結 粗 利 益

営 業 経 費

貸 倒 償 却 引 当 費 用

経 常 利 益

(2)
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３．利鞘（全店）【単体】 　　　　（％）

平成14年3月期比

(１) 資金運用利回　　　　　（Ａ） 1.89 △ 0.30 2.19

（イ）貸出金利回 2.13 △ 0.15 2.28

（ロ）有価証券利回 1.66 △ 0.82 2.48

(２) 資金調達原価　　　　　（Ｂ） 1.58 △ 0.25 1.83

（イ）預金等利回 0.06 △ 0.08 0.14

（ロ）外部負債利回 2.09 △ 1.81 3.90

(３) 総資金利鞘　　（Ａ）―（Ｂ） 0.31 △ 0.05 0.36

(注)外部負債利回は、コールマネー及び借用金の合算利回であります。

　　利鞘（国内）【単体】 　　　　（％）

(１) 資金運用利回　　　　　（Ａ） 1.77 △ 0.20 1.97

（イ）貸出金利回 2.11 △ 0.13 2.24

（ロ）有価証券利回 1.46 △ 0.58 2.04

(２) 資金調達原価　　　　　（Ｂ） 1.53 △ 0.18 1.71

（イ）預金等利回 0.05 △ 0.07 0.12

（ロ）外部負債利回 0.53 △ 0.24 0.77

(３) 総資金利鞘　　（Ａ）―（Ｂ） 0.24 △ 0.02 0.26

(注)外部負債利回は、コールマネー及び借用金の合算利回であります。

４．有価証券関係損益 【単体】 　　（百万円）

国債等債券損益（５勘定尻） 292 △ 134 426

売却益 730 2 728

償還益 ― ― ―

売却損 42 △ 68 110

償還損 395 276 119

償却 ― ― ―

株式等損益（３勘定尻） △ 2,434 △ 3,255 821

売却益 49 △ 1,525 1,574

売却損 30 △ 143 173

償却 2,454 1,875 579

平成15年3月期 平成14年3月期

平成14年3月期比

平成15年3月期 平成14年3月期

平成14年3月期比

平成15年3月期 平成14年3月期

(3)
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５．自己資本比率(国内基準）

【単体】 　　(百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

［速報値］ 14年9月末比 14年3月末比

（１）自己資本比率 8.71% △ 0.98% △ 1.00% 9.69% 9.71%

　　（ＴｉｅｒⅠ比率） 7.32% △ 0.98% △ 0.99% 8.30% 8.31%

（２）Ｔｉｅｒ　Ⅰ 85,181 △ 12,469 △ 11,742 97,650 96,923

（３）Ｔｉｅｒ　Ⅱ 16,157 △ 118 △ 76 16,275 16,233

(イ) ― ― ― ― ―

(ロ) 8,892 △ 37 △ 59 8,929 8,951

(ハ) うち劣後ローン(債券）残高 ― ― ― ― ―

（４）控除項目 ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

（５）自己資本(2)+(3)-(4) 101,339 △ 12,586 △ 11,817 113,925 113,156

（６）リスクアセット 1,162,402 △ 12,901 △ 2,699 1,175,303 1,165,101

【連結】 　　(百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

［速報値］ 14年9月末比 14年3月末比

（１）自己資本比率 9.02% △ 0.95% △ 0.95% 9.97% 9.97%

　　（ＴｉｅｒⅠ比率） 7.64% △ 0.95% △ 0.94% 8.59% 8.58%

（２）Ｔｉｅｒ　Ⅰ 90,240 △ 12,358 △ 11,376 102,598 101,616

（３）Ｔｉｅｒ　Ⅱ 16,265 △ 122 △ 81 16,387 16,346

(イ) ― ― ― ― ―

(ロ) 8,892 △ 37 △ 59 8,929 8,951

(ハ) うち劣後ローン(債券）残高 ― ― ― ― ―

（４）控除項目 ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

（５）自己資本(2)+(3)-(4) 106,506 △ 12,480 △ 11,456 118,986 117,962

（６）リスクアセット 1,179,734 △ 13,623 △ 3,378 1,193,357 1,183,112

６．ＲＯＥ 　　　（％）

平成15年3月期 平成14年3月期

平成14年3月期比

業務純益ベース △ 1.13 △ 10.63 9.50

当期利益ベース △ 9.55 △ 10.55 1.00

（算　式）
　業務純益（当期利益）／（期首株主資本＋期末株主資本）÷2

うち自己資本に計上され
た土地再評価差額金

(他の金融機関の資本調達手段
の意図的な保有相当額)

うち自己資本に計上され
た有価証券含み益
うち自己資本に計上され
た土地再評価差額金

(他の金融機関の資本調達手段
の意図的な保有相当額)

うち自己資本に計上され
た有価証券含み益

(4)
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Ⅱ　貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

部分直接償却実施（　前　・　後　）

未収利息不計上基準（破綻懸念先以下は不計上）

【単体】 　(百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

破綻先債権 7,468 △ 5,763 △ 9,116 13,231 16,584

延滞債権 45,752 12,995 14,839 32,757 30,913

３ヵ月以上延滞債権 ― ― ― ― ―

貸出条件緩和債権 42,541 12,351 12,214 30,190 30,327

合　計 95,762 19,583 17,937 76,179 77,825

貸出金残高（末残） 1,569,289 13,783 △ 3,824 1,555,506 1,573,113

     （％）

破綻先債権 0.47 △ 0.38 △ 0.58 0.85 1.05

延滞債権 2.91 0.81 0.95 2.10 1.96

３ヵ月以上延滞債権 ― ― ― ― ―

貸出条件緩和債権 2.71 0.77 0.79 1.94 1.92

合　計 6.10 1.21 1.16 4.89 4.94

【連結】 　(百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

破綻先債権 8,391 △ 5,743 △ 8,987 14,134 17,378

延滞債権 46,688 12,973 14,786 33,715 31,902

３ヵ月以上延滞債権 ― ― ― ― ―

貸出条件緩和債権 42,643 12,341 12,200 30,302 30,443

合　計 97,723 19,571 17,999 78,152 79,724

貸出金残高（末残） 1,565,380 13,500 △ 3,665 1,551,880 1,569,045

     （％）

破綻先債権 0.54 △ 0.37 △ 0.56 0.91 1.10

延滞債権 2.98 0.81 0.95 2.17 2.03

３ヵ月以上延滞債権 ― ― ― ― ―

貸出条件緩和債権 2.72 0.77 0.78 1.95 1.94

合　計 6.24 1.21 1.16 5.03 5.08

貸
出
金
残
高
比

リ
ス
ク
管
理
債
権

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比

(5)
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２．貸倒引当金等の状況

【単体】   （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

貸倒引当金 47,389 14,742 13,831 32,647 33,558

一般貸倒引当金 27,192 15,184 14,334 12,008 12,858

個別貸倒引当金 20,196 △ 443 △ 503 20,639 20,699

特定海外債権引当勘定 ― ― ― ― ―

特定債務者支援引当金 ― ― ― ― ―

債権売却損失引当金 ― ― ― ― ―

【連結】   （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

貸倒引当金合計 49,171 14,848 13,399 34,323 35,772

一般貸倒引当金 27,360 15,214 13,735 12,146 13,625

個別貸倒引当金 21,811 △ 365 △ 335 22,176 22,146

特定海外債権引当勘定 ― ― ― ― ―

債権売却損失引当金 ― ― ― ― ―

３．リスク管理債権に対する引当率

【単体】      （％）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

部分直接償却前 49.48 6.63 6.36 42.85 43.12

部分直接償却後

【連結】      （％）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

部分直接償却前 50.32 6.40 5.45 43.92 44.87

部分直接償却後

(6)
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４．金融再生法開示債権

【単体】 　(百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

18,367 △ 6,254 △ 6,235 24,621 24,602

危険債権 35,020 13,536 11,962 21,484 23,058

要管理債権 42,541 12,351 12,214 30,190 30,327

小　計　　　　（Ａ） 95,929 19,633 17,941 76,296 77,988

正常債権 1,509,391 △ 7,722 △ 22,608 1,517,113 1,531,999

合　計 1,605,321 11,912 △ 4,666 1,593,409 1,609,987

金融再生法開示債権の保全状況

【単体】 　(百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

保全額（Ｃ） 79,298 14,448 10,865 64,850 68,433

貸倒引当金 32,039 5,861 6,075 26,178 25,964

特定債務者引当金 ― ― ― ― ―

担保保証等 47,258 8,586 4,789 38,672 42,469

     （％)

保全率（Ｃ）／（Ａ） 82.6 △ 2.4 △ 5.2 85.0 87.8

自己査定に基づく個別貸倒引当金引当状況（総与信ベース）

【単体】 　(百万円）

貸出金等の残高 個別貸倒引当金 引当率
Ａ Ｂ Ｃ（Ａ―Ｂ） Ｄ （Ｄ／Ｃ）

35,020 20,676 14,344 11,045 77.0%

10,869 6,676 4,192 4,192 100%

7,498 2,539 4,958 4,958 100%

53,388 29,892 23,496 20,196 85.9%

金融再生法に基づく開示債権の保全･引当情報

【単体】 　(百万円）

危険債権 要管理債権 合　計

債権残高　          A 18,367 35,020 42,541 95,929

担保等による保全額　B 9,215 20,676 17,366 47,258

貸倒引当金　        C 9,151 11,045 11,842 32,039

100% 90.5% 68.6% 82.6%

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

破 綻 懸 念 先

実 質 破 綻 先

破 綻 先

合 計

保全引当率          D
D＝(B＋C)／A

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

担保等の保全額 回収が懸念される額
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５．金融再生法開示債権

【連結】 　(百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

20,076 △ 6,223 △ 6,121 26,299 26,197

危険債権 35,204 13,524 11,939 21,680 23,265

要管理債権 42,643 12,341 12,200 30,302 30,443

小　計　　　　（Ａ） 97,924 19,642 18,018 78,282 79,906

正常債権 1,515,511 4,031 △ 10,451 1,511,480 1,525,962

合計 1,613,436 23,673 7,567 1,589,763 1,605,869

金融再生法開示債権の保全状況

【連結】 　(百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

保全額（Ｃ） 81,178 14,473 10,983 66,705 70,195

貸倒引当金 33,686 5,947 6,256 27,739 27,430

特定債務者引当金 ― ― ― ― ―

担保保証等 47,491 8,526 4,727 38,965 42,764

     （％)

保全率（Ｃ）／（Ａ） 82.9 △ 2.3 △ 5.0 85.2 87.9

自己査定に基づく個別貸倒引当金引当状況（総与信ベース）

【連結】 　(百万円）

貸出金等の残高 個別貸倒引当金 引当率
Ａ Ｂ Ｃ（Ａ―Ｂ） Ｄ （Ｄ／Ｃ）

35,204 20,679 14,524 11,181 76.9%

11,614 6,798 4,815 4,815 100%

8,461 2,647 5,814 5,814 100%

55,280 30,125 25,155 21,811 86.7%

金融再生法に基づく開示債権の保全･引当情報

【連結】 　(百万円）

危険債権 要管理債権 合計

債権残高　          A 20,076 35,204 42,643 97,924

担保等による保全額　B 9,445 20,679 17,366 47,491

貸倒引当金　        C 10,630 11,181 11,874 33,686

100% 90.5% 68.6% 82.9%

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

保全引当率          D
D＝(B＋C)／A

破産更更生債権及び
これらに準ずる債権

破 綻 懸 念 先

実 質 破 綻 先

破 綻 先

合 計

担保等の保全額 回収が懸念される額
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部分直接償却を実施した場合の状況

《部分直接償却》

自己査定により回収不能又は無価値と判定した担保・保証付債権等について、債権額から

担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額（Ⅳ分類

金額）を取立不能見込額として債権額から直接減額すること。

当行は「部分直接償却」を行っていないためⅣ分類金額と同額の貸倒引当金を計上してお

ります。

リスク管理債権

【単体】 (百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

破綻先債権額 2,510 △ 904 △ 1,766 3,414 4,276

延滞債権額 43,565 14,573 13,973 28,992 29,592

３ヶ月以上延滞債権 ― ― ― ― ―

貸出条件緩和債権 42,541 12,351 12,214 30,190 30,327

合　計 88,616 26,019 24,421 62,597 64,195

部分直接償却額 7,146 △ 6,435 △ 6,483 13,581 13,629

貸出金残高（末残） 1,562,143 20,219 2,660 1,541,924 1,559,483

破綻先債権額 0.16 △ 0.06 △ 0.11 0.22 0.27

延滞債権額 2.78 0.90 0.89 1.88 1.89

３ヶ月以上延滞債権 ― ― ― ― ―

貸出条件緩和債権 2.72 0.77 0.78 1.95 1.94

合　計 5.67 1.62 1.56 4.05 4.11

金融再生法開示債権

【単体】 (百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年3月末比 13年9月末比

11,221 182 249 11,039 10,972

危険債権 35,020 13,536 11,962 21,484 23,058

要管理債権 42,541 12,351 12,214 30,190 30,327

小　計　　　　（Ａ） 88,783 26,069 24,425 62,714 64,358

正常債権 1,509,391 △ 7,722 △ 22,608 1,517,113 1,531,999

合　計 1,598,175 18,347 1,817 1,579,828 1,596,358

部分直接償却額 7,146 △ 6,435 △ 6,483 13,581 13,629

破産更正債権及びこれらに準ずる債権

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比
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６．業種別貸出状況等

①業種別貸出金 【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末
14年9月末比 14年3月末比

1,555,490 1,573,077
（除く特別国際金融取引勘定）

157,317 156,939
632 559
460 603

9,224 9,974
10,341 8,330
95,281 99,109
21,171 22,584
54,343 53,756

242,559 242,173
95,135 90,455
82,135 93,346

207,560 215,731
210,810 218,451
368,521 361,067

②業種別リスク管理債権 【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末
14年9月末比 14年3月末比

76,179 77,825
（除く特別国際金融取引勘定）

5,426 6,107
23 50
42 187

1,250 1,234
― ―

14,357 11,588
― ―

3,193 2,983
18,011 18,682

290 411
6,367 6,258
23,968 27,560

― ―
3,246 2,759

③業種別金融再生法開示債権 【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末
14年9月末比 14年3月末比

76,296 77,988
（除く特別国際金融取引勘定）

5,480 6,161
23 50
43 188

1,250 1,234
― ―

14,388 11,618
― ―

3,193 2,983
18,016 18,731

290 412
6,367 6,260
23,994 27,586

― ―
3,247 2,759

国 内 店 分

製 造 業
農 業
林 業
漁 業
鉱 業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 ・ 通 信 業
卸 売 ・ 小 売 業 、 飲 食 店
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
サ ー ビ ス 業
地 方 公 共 団 体
そ の 他

国 内 店 分

製 造 業
農 業
林 業
漁 業
鉱 業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 ・ 通 信 業
卸 売 ・ 小 売 業 、 飲 食 店
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
サ ー ビ ス 業
地 方 公 共 団 体
そ の 他

国 内 店 分

製 造 業
農 業
林 業
漁 業
鉱 業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 ・ 通 信 業
卸 売 ・ 小 売 業 、 飲 食 店
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
サ ー ビ ス 業
地 方 公 共 団 体
そ の 他
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株式会社大分銀行６．業種別貸出状況等

①業種別貸出金 【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末
14年9月末比 14年3月末比

1,569,289
（除く特別国際金融取引勘定）

153,859
616
457

8,845
9,173
91,485
22,471
11,487
40,672
227,122
109,395
83,680
215,105
227,918
367,003

②業種別リスク管理債権 【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末
14年9月末比 14年3月末比

95,762
（除く特別国際金融取引勘定）

6,798
44

213
2,218

103
24,396

547
192

2,581
15,843

287
8,646
30,221

―
3,665

③業種別金融再生法開示債権 【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末
14年9月末比 14年3月末比

95,929
（除く特別国際金融取引勘定）

6,808
44

213
2,218

103
24,493

547
192

2,581
15,848

287
8,647
30,276

―
3,665

国 内 店 分

製 造 業
農 業
林 業
漁 業
鉱 業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 業
卸 売 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
各 種 サ ー ビ ス 業
地 方 公 共 団 体
そ の 他

国 内 店 分

製 造 業
農 業
林 業
漁 業
鉱 業
建 設 業

情 報 通 信 業
運 輸 業
卸 売 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
各 種 サ ー ビ ス 業
地 方 公 共 団 体
そ の 他

国 内 店 分

建 設 業

情 報 通 信 業
運 輸 業

製 造 業
農 業
林 業
漁 業

地 方 公 共 団 体
そ の 他

情 報 通 信 業

電気・ガス・熱供給・水道業

電気・ガス・熱供給・水道業

卸 売 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
各 種 サ ー ビ ス 業

鉱 業
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④消費者ローン残高 【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

消費者ローン残高 304,726 15,053 21,752 289,673 282,974

うち住宅ローン残高 242,657 15,240 23,591 227,417 219,066

うちその他ローン残高 62,069 △ 187 △ 1,839 62,256 63,908

⑤中小企業等貸出残高及び貸出比率【単体】 （％）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

中小企業等貸出残高 1,060,122 19,193 △ 6,839 1,040,929 1,066,961

中小企業等貸出比率 67.55 0.63 △ 0.28 66.92 67.83

７．国別貸出状況等

①アジア向け貸出金 【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

マレーシア ― △ 16 △ 35 16 35

（うちリスク管理債権） ― ― ― ― ―

合計 ― △ 16 △ 35 16 35

（うちリスク管理債権） ― ― ― ― ―

【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

パナマ 30,313 △ 2,196 △ 4,117 32,509 34,430

（うちリスク管理債権） ― ― ― ― ―

30,313 △ 2,196 △ 4,117 32,509 34,430

（うちリスク管理債権） ― ― ― ― ―

８.預金、貸出金の残高 【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

預金等（末残）（含むＮＣＤ） 2,259,545 △ 1,356 29,849 2,260,901 2,229,696

預金等（平残）（含むＮＣＤ） 2,227,226 △ 17,350 46,159 2,244,576 2,181,067

貸出金（末残） 1,569,289 13,783 △ 3,824 1,555,506 1,573,113

貸出金（平残） 1,558,967 481 18,297 1,558,486 1,540,670

②中南米主要諸国向け貸出金
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９．個人、法人別の預金の種類別残高（平残）【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

個人預金 1,461,073 8,999 45,043 1,452,074 1,416,030

流動性預金 609,065 8,473 105,785 600,592 503,280

定期性預金 846,844 △ 947 △ 63,672 847,791 910,516

法人預金 501,633 8,227 9,396 493,406 492,237

流動性預金 318,100 △ 3,569 67,312 321,669 250,788

定期性預金 173,509 11,939 △ 59,327 161,570 232,836

(注)１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
　　２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

10．役職員数及び店舗数

①役職員数（期末人員）【単体】 （人）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

役員数 14 ― △ 1 14 15

従業員数 1,738 △ 22 △ 29 1,760 1,767

(注)従業員数は、出向者及び嘱託、臨時雇用員を含んでおりません。

②店舗数 【単体】 （店）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

国内本支店 114 △ 1 △ 1 115 115

海外支店 ― ― ― ― ―

駐在員事務所 1 ― ― 1 1

11．業績等予想

【単体】 （百万円）

15年3月期 15年3月期 15年9月期 16年3月期
見込額 実　績 予　想 予　想

経常収益 52,800 52,645 25,300 50,500

経常利益 △ 17,900 △ 17,773 4,000 9,000

当期（中間）利益 △ 10,500 △ 11,047 2,200 4,800

業務純益(一般貸倒繰入前) 13,140 13,016 7,000 14,000

一般貸倒引当金繰入 14,340 14,330 ― ―

業務純益 △ 1,200 △ 1,313 7,000 14,000

貸出金関係損失（含む一般貸倒繰入） 29,640 28,194 2,000 3,500

貸出金関係損失（除く一般貸倒繰入） 15,300 13,863 2,000 3,500

12．平成14年度のバルクセールの実績と今後の計画

 売却元本 11,426 百万円 債権売却損 636 百万円

 15年度についても検討いたします。
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13．平成14年度中、当行は債権放棄しておりません。

14．系列ノンバンク向け融資残高 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

2社合計 12,016 1,103 408 10,913 11,608 

15．連結子会社、関連ノンバンクに引当不足はございません。
    また、銀行からの金融支援もありません。

16．自己査定結果について

　　自己査定結果及び債権分類（率）の状況【単体】 （百万円）

平成15年3月末 平成14年9月末 平成14年3月末

金　額 構成比率 金　額 構成比率 金　額 構成比率

1,605,321 100.00% 1,593,409 100.00% 1,609,987 100.00% 

1,395,129 86.91% 1,403,922 88.11% 1,446,800 89.86% 

210,192 13.09% 189,487 11.89% 163,187 10.14% 

Ⅱ 分 類 206,892 12.89% 188,807 11.85% 161,102 10.01% 

Ⅲ 分 類 3,299 0.21% 680 0.04% 2,084 0.13% 

Ⅳ 分 類         ―         ―         ―         ―         ―         ―

（速報ベース）

（注）総与信残高・・・・貸付有価証券、貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、支払承諾見返

　　　分類額は個別貸倒引当金控除後の残高です。

　　　非分類額・・・・・Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ分類に該当しない資産で、回収の危険性又は価値の毀損の

　　　　　　　　　　　　危険性について問題のない資産。

　　　Ⅱ分類・・・・・・回収について通常の度合を超える危険を含むと認められる資産。

　　　Ⅲ分類・・・・・・最終の回収又は価値について重大な懸念が存し、損失の可能性が高い

　　　　　　　　　　　　が、その損失額について合理的な推計が困難な資産。

　　　Ⅳ分類・・・・・・回収不可能又は無価値と判定される資産。

17. 貸出関係

【単体】 （百万円）

15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末比 14年3月末比

 卸売・小売業、飲食業 18,016 18,731 

 卸売・小売業 15,848 

 建設業 24,493 10,105 12,875 14,388 11,618 

 不動産業 8,647 2,280 2,387 6,367 6,260 

①金融再生法基準債権残高

総 与 信 残 高

非 分 類 額

分 類 額 合 計
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②不良債権関連

○不良債権・問題債権残高及び不良債権引当額

【単体】 （百万円）

不良債権・問題債権残高（自己査定）

①破綻先・
実質破綻先

②破綻懸念先 ①と②の合計 ③要注意先 ①～③の合計

14年3月末 24,602 23,058 47,660 377,917 425,578

14年9月末 24,621 21,484 46,105 365,821 411,927

15年3月末 18,367 35,020 53,388 338,706 392,095

（百万円）

④要管理債権 合計
個別貸倒引当
金　純繰入額

個別・一般貸
倒　引当金純

14年3月末 30,327 77,988 9,757 11,298

14年9月末 30,190 76,296 5,320 4,466

15年3月末 42,541 95,929 13,227 27,557

（注）１．不良債権・問題債権残高は総与信ベースで、非分類債権を含む。

　　　２．不良債権残高（金融再生法基準）の合計額は、要管理債権と危険債権、破産更正債権及びこれらに

　　　　準ずる債権の合計額。

○新規発生状況（15年3月期）【単体】

　　①正常先からの発生額 3,817 百万円

　　②要注意先（要管理先を除く）からの発生額 6,683 百万円

　　③要管理先からの発生額 16,852 百万円

　　④合計 27,353 百万円

　　（注）新規発生分の不良債権残高は、新たに破綻懸念先債権（金融再生法では危険債権）以下に分類

　　　　　された債権の残高であります。

○14年4月～15年3月の倒産先の状況【単体】

（百万円）

件数 与信額

　正常先 17 84

　要注意先 12 463

　要管理先 5 1,059

　破綻懸念先 6 3,505

　破綻・実質破綻 4 59

　合計 44 5,170

（注）債務者区分は14年3月末時点のものであります。

不良債権残高(金融再生法基準) 不良債権引当額

債務者区分

(15)
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○卸売・小売業、建設、不動産向け貸出残高・不良債権残高

（百万円）

総貸出残高 3ヵ月以上延滞先 貸出条件緩和先 延滞先 破綻先

14年3月末 235,422 ― 3,274 5,874 8,170

卸売・小売業 14年9月末 234,624 ― 2,493 6,298 7,863

15年3月末 227,122 ― 7,487 7,348 1,008

14年3月末 99,109 ― 6,343 4,580 664

建設 14年9月末 95,281 ― 6,134 5,171 3,051

15年3月末 91,485 ― 10,863 9,173 4,360

14年3月末 93,346 ― 4,000 2,244 14

不動産 14年9月末 82,135 ― 3,245 3,122 0

15年3月末 83,680 ― 5,487 3,152 6

（百万円）

総与信残高 要管理債権 危険債権 破産更生債権

14年3月末 239,205 3,274 5,522 8,570

卸売・小売業 14年9月末 240,187 2,493 5,687 8,480

15年3月末 232,754 7,487 6,989 1,372

14年3月末 99,697 6,343 4,410 864

建設 14年9月末 96,205 6,134 1,460 6,793

15年3月末 92,028 10,863 9,089 4,541

14年3月末 94,874 4,000 1,178 1,081

不動産 14年9月末 83,581 3,245 1,923 1,198

15年3月末 85,012 5,487 1,305 1,854

リスク管理債権ベース

金融再生法基準ベース

(16)
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18．不良債権について

（１）処理損失

　a．単体ベース （億円）

①一般貸倒引当金 ②不良債権処理額 総与信費用
純繰入額 ①＋②

2002年3月期 15 100 115 

2003年3月期 143 138 281 

期初見込み額 ― 65 65 

2004年3月期予想 ― 35 35 

＊不良債権処理額は個別貸倒引当金純繰入額、貸出金償却など臨時損益段階の合計。

　b．連結ベース （億円）

①一般貸倒引当金 ②不良債権処理額 総与信費用
純繰入額 ①＋②

2002年3月期 16 106 122 

2003年3月期 143 148 291 

期初見込み額 ― 71 71 

2004年3月期予想 ― 40 40 

（２）最終処理と新規発生

　a．残高比較 【単体】 （億円）

2002年3月末 新規増加 オフバランス化 2003年3月末

増減03/3-02/3

破産更生等債権 246 63 125 183 △ 62 

危険債権 230 210 90 350 119 

計 476 273 216 533 57 

　ｂ．オフバランス化の内訳 【単体】 （億円）

清算型処理 ― ― 

再建型処理 ― ― 

債権流動化 114 60 

ＲＣＣ向け売却 31 10 

直接償却 37 ― 

その他 64 40 

回収・返済 53 30 

業況改善 11 10 

合計 216 100 

（３）金融支援 【単体】

　　　該当ありません。

2004年3月期のオフ

バランス計画

2003年3月期のオフ

バランス実績

(17)



株式会社大分銀行

（４）債務者区分ごとの引当額と引当率 【単体】
2003年3月末 2002年3月末

実質破綻先・破綻先債権 無担保部分の100.00％ 91億円 無担保部分の100.00％ 144億円 

破綻懸念先債権 無担保部分の 77.00％ 110億円 無担保部分の 75.00％ 62億円 

要管理先債権 債権額の　   27.83％ 258億円 債権額の　   17.36％ 102億円 

その他要注意先債権 債権額の　    0.37％ 9億円 債権額の　    0.68％ 21億円 

正常債権 債権額の　    0.03％ 3億円 債権額の　    0.04％ 4億円 

19．保有株式について

（１）保有株式 【単体】 （億円）

取得原価 時価ベース TierⅠ

2002年3月末 266 372 969 

2002年9月末 282 362 976 

2003年3月末 276 332 851 

（２）減損処理基準 【単体】

　30％以上50％未満の下落率だった場合の対応

　①一律で損失計上 はい ／ いいえ

　②いいえの場合→

 「著しく下落した」と判断し、回復可能性があると認められなければ減損処理しており

 ます。

＜回復可能性の有無の判断基準を詳細に記入してください＞

 金融商品会計に関する実務指針に基づき当行が制定した基準に該当するものについては

(18)
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《参考資料》 

今 後 の 業 績 回 復 へ の 取 組 み 

 

    今回当行は、将来の貸倒れに備えた予防的な引当を積極的に行うことで、今後の経営上の不安要因を

取り除き、平成15年度以降、収益を高めるための諸施策に全力を挙げて取り組んでまいります。 

     業績推移の実績と平成15年度の計画は次の通りであります。 

 

                                                                     

※  実質業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 

 

 

１．資産内容の健全化 

（１）不良債権への的確な対応 

不良債権処理に対しましては、従来から適正かつ迅速な処理を進めてまいりました。 

今回の対応は、将来の貸倒れリスクに備え、さらに思い切った不良債権処理を行い、当行業績を平

成 15 年度以降Ｖ字回復させ、財務体質の一層の健全化と安定的な収益の確保を実現してまいるもので

あります。 

 

 

（２）企業再生支援への取り組み 

再生対象企業に対する具体的な経営支援を行うために、平成 14 年 8 月に「経営支援室」を 20 名体

制に充実させ、企業診断や再生計画書の策定等、経営改善に向けた支援を行っております。今後も業

績が低下しているお取引先に対しまして、業績改善等のアドバイスを積極的に行ってまいります。 

 

 

実質業務純益と当期純利益の推移

21
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(20) 

（３）不良債権のオフバランスへの取り組み 

      実質破綻先等に対してはバルクセ－ル、償却、回収等により、計画的かつ迅速にオフバランス化を進

めてまいります。不良債権残高を減少させるとともに、二次的な損失の発生防止を図ります。  

 

 

（４）信用リスク低減への取り組み 

      お取引先の財務内容等の経営内容と担保等の保全状況より貸出金利が決定される「新貸出金利体系」

を導入いたしました。本体系導入により、今後はさらにお取引先の財務内容の改善や保全強化に取り組

み、信用リスクの低減を図ってまいります。 

 

 

 

２．収益向上に向けて 

（１）事業性貸出金の増強 

    地域経済活性化の一役を担う重要な課題の１つとして、事業性貸出金のより一層の増強に努めてまい

ります。そのためにも、お取引先に使い勝手のよい商品の開発を進めるとともに、子会社である大分ベ

ンチャーキャピタル㈱と協力し、ベンチャー企業の発掘、育成を図るなど、お取引先の拡大を目指して

まいります。 

 

 

（２）新貸出金利体系の導入 

当行は、先般「新貸出金利体系」を導入いたしました。この導入目的は、お取引先の財務内容の改善

支援や保全状況改善に取り組み、信用リスクの低減を図ることを第一としますが、同時にリスクに見合

った金利体系の構築を推進していくことにあります。 

 

 

（３）個人ロ－ンの増強 

個人ロ－ンの増強に取り組んでいますが、さらにお客様のニ－ズに対応した商品を開発し、住宅ロ－

ンを中心とした個人ロ－ンの拡販に取り組んでまいります。 

 

 

（４）役務収益の拡大 

手数料収入を安定的に確保していくことは重要な課題であり、外貨預金・投資信託・生命保険商品等

の拡販を推進して行くとともに、インタ－ネット・モバイルバンキングのご利用時間の拡大やＡＴＭで

の宝くじ販売等の新種のサ－ビスや業務を開拓し、積極的にフィ－ビジネスを展開してまいります。ま

た、各種手数料の新設や減免の見直しも行ってまいります。 
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３．ローコスト体質の実現 

これまでに店舗、人員それぞれ約１割の削減を行ってまいりました。今後も次の施策を実行し、経営効

率化を図ってまいります。 

 

 

（１）店舗戦略の見直し 

「ロ－コスト体質」を実現するため、これまでも店舗統廃合を進めてまいりました。さらに店舗機能

の見直し等を行うなかで、効果的な店舗戦略を行ってまいります。 

 

 

（２）人件費の削減 

人員計画に基づいて、人員の削減を図るとともに、人員構成の改善等により人件費の圧縮に努めてま

いります。 

具体的には、パ－トタイマ－・派遣職員を含めた雇用形態、人員構成、役職者構成等の見直しを行う

とともに、給与・賞与の見直しなども検討いたします。また外部転籍先の開拓を積極的に行い、総人件

費の圧縮と人件費率の改善を図ってまいります。 

さらに、厚生年金基金の代行部分を国へ返上することによる退職給付費用の削減も検討してまいりま

す。 

 

 

     《人員削減実績と計画》 

                                                                                 （単位：名） 

 Ｈ12 年3 月末

（実績） 

Ｈ13 年3 月末

（実績） 

Ｈ14 年3 月末

（実績） 

Ｈ15 年3 月末

（実績） 

Ｈ16 年3 月末

（予想） 

総  人  員 2,162 2,055 1,951 1,899 1,843 

 
うち銀行業務従事者 
（出向者等を除く人員） 2,121 2,003 1,879 1,844 1,772 

（注）総人員のピークは平成9年3月末の2,225名。 

銀行業務従事者のピークは同じく平成9年3月末の2,183名です。 

 

 

（３）物件費の削減 

    一般経費については、現在「経費ダイエット運動」を実施中ですが、今後は物件費の全面見直しを行

い、一層の合理化・効率化に努め、ロ－コスト体制を強力に実施してまいります。 

 

                                                                                    以 上 

 

 

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。 

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものであります。 

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。 

 




